平成22年度　大阪府障がい者自立支援協議会

第１回　ケアマネジメント推進部会

と　き　　平成２２年９月６日（月）　　午後３時３０分から５時３０分

ところ　　大阪府新別館北館１階　庁舎管理課会議室

「第１回ケアマネジメント推進部会」

○事務局
　それでは、ただ今から「平成22年度第１回大阪府障がい者自立支援協議会ケアマネジメント推進部会」を開催させていただきます。
各委員のご紹介につきましては、お配りしております委員名簿に代えさせていただきたいと思います。なお、本日塚本委員については、ご欠席の連絡がありましたので、ご報告申し上げます。また、新たに就任していただきました委員のご紹介をいたします。本年度、委員として茨木市さんに代わり、寝屋川市さんに入っていただいております。寝屋川市障害福祉課の藤本課長さまでございます。

○藤本委員
　どうぞよろしくお願いします。

○事務局
　それと相談支援アドバイザーとして、石井さんに出席していただいていますので、ご紹介申し上げます。
　それでは、議事に入っていただく前に、お手元の資料の確認をお願いしていただければと思います。まず、次第でございます。次に委員名簿、その次に本協議会の設置要綱が付いております。さらに、Ａ４横長資料が１枚ございます。それと、資料１から資料４の②までございます。ご確認をお願いしたいと思います。よろしいでしょうか。

　それと、ご議論に入ります前に、一点ご報告がございます。先ほどの設置要綱を見ていただきたいと思います。これまで、大阪府の自立支援協議会におきまして、地域の課題の集約整理につきましては、大阪府障がい児者支援広域連絡調整会議、いわゆる広域連絡調整会議というものを活用して、地域課題の集約整理をしてまいりました。

　本協議会におきましても、そういった役割を一定果たしていくということも必要がございますので、今般この自立支援協議会の要綱の中に、府の役割を提示した形で、先ほどの広域連絡調整会議を吸収した形にしてございます。設置要綱の第８条を見ていただきますと、「連絡会議」という形で、その辺のところを要綱の中に付けさせていただいております。

　次のページの「平成22年度大阪府における相談支援体制の概要」というところを見ていただきますと、右半分のところに、「地域自立支援協議会連絡会議」に書いてありますが、広域連絡調整会議を府の自立支援協議会の中に取り込みまして、地域の課題および広域課題の集約整理ならびに検討状況を、協議会の部会ならびに全体会にご報告いただくというような形等を予定しておりますので、ご報告を申し上げたいと思います。

　それでは部会長、議事のほうをよろしくお願いいたします。

○辻井部会長
　はい、ありがとうございます。

　本日いただいております議題につきましては、次第に並んでおります１、２、その他となっております。特に、今回この場で何かこのテーマを、ということがございましたら、言っていただきたいと思いますが、ございますでしょうか。

　そうしましたら、議題に入っていきたいと思います。その前に、今事務局から説明がありました、大阪府の障がい者自立支援協議会設置要綱の中の一部追加・改正、このあたりの確認等はよろしいでしょうか。

 広域連絡調整会議が、府の自立支援協議会の中に位置付いたという格好で進めていくことになりましたので、よろしくお願いしたいと思います。

　それでは、議題のところに入っていきたいと思います。まず１番ですが、「相談支援ガイドラインについて」の審議に入っていきたいと思います。事務局から説明をお願いいたします。

議題１　相談支援ガイドラインについて

○事務局
　相談支援ガイドラインの策定ということで、資料１に基づきましてご説明させていただきます。

　相談支援ガイドラインの策定につきましては、前々から、府の自立支援協議会でも課題となっておりましたが、まだ動き出せておりませんでした。国のモデル事業もありまして、そちらにも応募はしていたのですが、結果的に不採択になっております。

　ガイドラインの目的、中身につきましては、従来から申し上げていたのですが、相談支援事業の基本的な在り方を示していこう、相談支援事業の中の透明性を高め、より分かりやすくしていこうということです。

　地域、市町村での相談支援の取り組み状況について、差があるということも聞いておりますので、その辺について一般的な基準を示しまして、府域全体の相談支援事業の底上げを図っていければというところでございます。一定の取りまとめができましたら、大阪府のホームページに載せることはもとより、市町村の相談支援事業所のほうに配付いたしまして、周知を図りたいと思っております。

　相談支援ガイドラインの中身なのですが、具体的な作業の取りまとめにつきましては、ケアマネジメント推進部会の下に、作業ワーキングを設置させていただきまして、具体的な策定作業をお任せしたいと考えております。

　このワーキングのメンバーは資料の裏面になるのですが、大友委員、小尾委員、塚本委員、辻井部会長等ケアマネジメント推進部会の関係者を含めて、寝屋川市民たすけあいの会の冨田さん、あるいは市の代表として大東市の村岡課長さん、あいえる協会の古田さん、相談支援アドバイザーの中から浅野さんの他、自立相談支援センターの左古さん他、府の相談支援機関、専門機関の中からも入ってもらうと考えております。まだメンバーは調整中ですが、一認いただけましたら、事務局でワーキングメンバーの就任手続きに着手したいと考えております。

ガイドラインの構成例ですが、（３）にイメージを書かせていただいております。ワーキングで、まず優先すべき事項を検討していただきまして、順番に作業を進めていければと考えております。ワーキングの進行役についてなのですが、座長は部会長ともご相談させていただきまして、できましたら小尾委員にお願いしたいと考えております。具体的な作業スケジュールですとか、策定作業については、このワーキングにご一任いただけたらと考えております。中身については、逐次、機会をとらえてご報告をさせていただきます。今年度中に、優先すべき部分の取りまとめすることを目標に進めていきたいと考えております。以上です。

○辻井部会長
　はい、ありがとうございました。ただ今の事務局の説明について、何か質問、確認等ございませんでしょうか。もしくは、意見等でもよろしいので、何かございましたら手を挙げてください。

　一つは、全体の構成のところで、事務局が挙げているものについて、これは決定されたものではありませんので、ここにもう一文の追加であるとか、これはいらないのではないかということの意見をいただいても結構かと思います。

　それからもう一つ、この委員会で本日決めないといけないところは、ワーキンググループのメンバーについて事務局からこのような提案をいただいておりますが、そのあたりでいいのかどうか。それから、ほかに追加をしていただきたい領域の方々に関するご意見等があればいただき、以後の着任、就任、それから運営については事務局に担っていただきたいと提案があります。このあたりのことを確認していきたいと思っています。

　アドバイザーの石井さんもご自由に発言していただいて結構ですので、よろしくお願いします。

○藤本委員
　ワーキングのメンバーの名前が挙がっておりますが、名前が挙がっておられる方は、一応了解を得ていただいているということで、ここに出していただいているのですか。

○事務局
　すべての方にご了解をいただいている段階ではないのですが、名前を書かせていただいています塚本さん以外は、打診をさせていただきまして、内諾、ご了解をいただいております。

○藤本委員
　分かりました。

○辻井部会長
　そこの資料にある氏名が挙がっている方々で、塚本委員以外は内諾をいただいているということです。今のところに関連しますが、委員のところにその他関係機関と調整中とありますが、その他で、例えばこういう分野の人をというところで、今検討いただいているようなところがありましたら教えていただければと思います。

○事務局
　まだ、具体的に名前を出していただいているという段階ではないのですが、小尾委員から、例えば子どもの関係や政令市の方の参画についてアドバイスいただきまして、その辺は事務局としても調整したいと思っております。

○小尾委員
　事前に事務局からご相談がありまして、このメンバーを見て、いわゆる障がい児の部分がまったく入っていなかった。それと、大阪府域全域のガイドラインとなると、大阪市か堺市の政令指定都市も含めてお願いしたいと思いました。

○辻井部会長
　他の委員、よろしいでしょうか。

　まず、このワーキンググループのメンバーのところは、これで進めていきたいと思います。今事務局から説明があったことと小尾委員からも説明があったことを踏まえまして、何かその他ご意見等ありましたら、いただきたいと思います。
○大友委員
　最近よく相談を耳にするケースなのですが、学校関係からすごく相談が来ているわけです。支援学校とか地域の学校とか、教育機関につきまして、この教員の方が自分のところの子どもに対してどうしていったらいいかというような相談がかなり挙がっております。ですから、ここで教育と福祉が二つに分かれてしまう風潮があるような気がするのですが、それ自体いまさらナンセンスじゃないのかなと思うので、ワーキングには学校の教師、先生方にも入っていただいたほうがいいような気がします。

○辻井部会長
　相談の内容から考えて、特別支援学校も含めてですが、教育関係者からの相談というのが増えている。その辺のことを踏まえると、このワーキングのメンバーの中に、そういった関係者も含めて検討していくことが必要じゃないかという提案をいただいたと思います。この点について、何かご意見ございますでしょうか。

　ただ、全体のワーキングを進めていくときに、どれぐらいの規模がいいのかということもあるかと思います。そのあたりもあろうかと思いますが、当部会の意見としては、教育関係者の方にもご参加いただきたいという意見ですので、よろしくお願いしたいと思います。

○事務局
　その件に関しましては、教育委員会のご意見を賜らないと一方的に決められないので、今の部会のお話をお伝えしまして、入っていただくべきなのかどうかということも含めまして、調整させていただきたいと思いますので、よろしくお願いします。

○辻井部会長
　その点に関しては、大友委員よろしいでしょうか。

○大友委員
　はい。

○辻井部会長
　はい。ワーキンググループの設置のところに関しては、よろしいでしょうか。

　そうしましたら、ガイドライン全体のことに関して何かございませんでしょうか。

　一つ事務局にお尋ねします。今後また検討される場がいるかも分かりませんが、いわゆる「手引書」というものを作成することがその目的としてやりたいということですね。それで、作成されたものを関係機関等に配付することで終了なのか、そういうものを用いた何か普及啓発みたいなこともやってもらうとか、そのあたり何か計画があるようでしたら、説明いただきたいと思います。ございますでしょうか。

○事務局
　その先のことは、具体的にイメージできている段階ではございません。

　まず基礎的な部分をまとめまして、それを踏まえて研修等に活用して、ゆくゆくは、「このレベルまではお願いします」とか、「これだけは相談支援事業としてやるべきですよ」とかいうことで、相談支援事業のあり方を示すものとして使用できればと思っております。それを強制するということはまた違う次元の話になるかもしれないのですが、ただ単にまくだけではなくて、それを使ってその次の展開に周知する何かができればなと思っております。

○辻井部会長
　はい、ありがとうございます。

　当面は、この手引書を完成させるというところを目標としてやるのだということですね。○小尾委員
　いいですか。

○辻井部会長
　はい、お願いします。

○小尾委員
　最初に聞いておけばよかったのかもしれませんが。少し戻って、図がありますが、地域自立支援協議会連絡会議がこの自立支援協議会の中に入ったということなのですが。ここは結局どんな構成になるのでしょうか。この連絡会議というのは、何をするのですか。

○事務局
　地域自立支援協議会連絡会議の構成メンバーになりますのは、市町村とか相談支援事業所の方などですが、その地域自立支援協議会の事務局機能を担う方に集まっていただきまして、その地域課題を府全体として集約させていきたいと思っております。その機能を府の自立支援協議会の機能として位置付けたいと思っております。

○小尾委員
　そうすると、ガイドラインとの関係で言うと、いわゆるその基礎データみたいなものは、ここからもらえるということですか。というのは、各市町村でどういう社会資源があるのかとか。あるいは各相談支援センターがどんな状況なのかであるとか。

○事務局
　単純な集計でしたら別途調査はすることも可能かと思います。

○小尾委員
　それは、どれぐらい事務局としてはお持ちなのでしょうか。そういう各市町村の社会資源、あるいは相談支援センターの状況などは。

○事務局
　それはこの連絡会議に合わせまして、地域自立支援協議会の取組状況とか、地域課題とかその辺を集めさせていただいているところです。

○小尾委員
　これから集めるという感じですか。

○事務局
　来週あたりに１回目がありますので、それに合わせて集めています。

○事務局

　ガイドラインとの関係で申し上げますと、ワーキングの中で調整していただく形になるかと思いますが、一定想定できるのは、現状相談支援事業所が、どういった形の相談内容を扱っているのか、たぶん調査すべきだという話になるのではないかと思います。そのときには、ここの連絡会議を通じてやる形もあるかも分かりませんが、事務局として、府としてそういうことを、市町村なり相談支援事業所なりにアンケートをすること等も考えておかなければならないと思います。こういう連絡会議なるものは、そんなに頻繁に毎月毎月開催するイメージではありませんので。直接事務局から、市町村あるいは相談支援事業所さんに流させていただくことを、方法論として取ることにはなろうかと思います。

　それで、連絡会議は地域の状況を集約するとともに、府の自立支援協議会で決まったことについて、地域に戻していく、そういう役割を担っていくことになろうかと思います。

　一方的に地域の課題は集約するけれども、府の自立支援協議会としてなかなか地域に伝えることができないような状況もございますので、そこをもう少し活発化するために、あえてこの府の自立支援協議会の中に入れ込んだ形にしまして、一つの対等性を図ろうと思っています。そういった方向、活動を図っていきたいと思っております。

○小尾委員
　府の見直しは、例のいわゆる附属機関の見直しの一貫なのでしょうか。
○事務局
　いえ、そういうことは関係なしにです。

○小尾委員
　まったく違うということですか。
○事務局
　はい。こうしたほうがやはりスムーズに行くのではないかということを、単に見直しをさせていただきました。ほかの府県は違った方法を取っておられるのでしょうが、大阪府におきましては、そういった形に集約してやっていきたいと思っております。

○辻井部会長
　ほかによろしいですか。

○今井委員
　このガイドラインということで。今相談支援センターがたくさんありますけれども、そのレベルは実際にはばらばらですし、その底上げというか、なんとか標準に持っていこうという意図なのでしょうか。

○事務局
　もちろん、それはあります。

○今井委員
　ただ現実には、相談ケアの中では、さまざまな難しいケースを抱えているというのは当然あります。そういうかなり現実的な課題に取り組んでいって、難しいケースに直面しているところが、それこそ連携・ネットワークで解決していく、お互いに手を出し合うような、そんな動きというのはもう個別にはあるようですが、その辺りはどうなのでしょうか。

○事務局
　相談支援事業所同士の、どのように支援をしていったらいいのかにつきましては、地域の自立支援協議会の中で、そういった人たちが相まみえるとき等を含めて、たぶんこの考えの中で研鑽を図っていくのかなと思います。

　それでまた今回こういうガイドラインも示していけば、それを踏まえてわれわれも検証をしていかなければならないので、そこで示唆していくことも求められるだろうと思いますし、地域の自立支援協議会の中で、あとの話も聞かなければ分かりませんが、実質的な相談支援事業所に対する研修会などを企画される場合につきましても、そのベースとなるようなものを、このガイドラインが示していくのかなと思っております。

　決めれば変えられないのではなくて、改訂は当然されていくべきものだと思います。今相談支援は、どこまでを標準レベルとして最低限しなければならないのかということはありませんので、それを固めた上でベーシックなものを作って、底上げをして、次の段階に向けてということを目指していくのかなと思っております。
○小尾委員
　もう一ついいですか。

○辻井部会長
　はい。

○小尾委員
　初めの説明で、国の助成金が取れなかったという説明がありました。それはなぜなのでしょうか。それは、要はどこの県も手を挙げたからとか、例えば国レベルでもうすでにガイドラインがあるからとか、そんな理由でしょうか。

○事務局
　いえ、理由は分かりません。

○小尾委員
　なぜだめだったのか、理由は聞いておられないのですか。
○事務局
　国にとって意義がある事業なのかどうかということで判断をされたのだろうと思います。予算は限りがございますので、いくつもうちのところから手を挙げていましたものでございますので。

○小尾委員
　大阪府は出しすぎということですね。

○事務局
　そう、そういうこともあるのかもしれません。

○小尾委員
　国レベルというのは、もうすでに出ていますよね。

○事務局
　はい。
○辻井部会長
　いかがでしょうか。

　今のやり取りに関連しますと、例えば大阪府が作るこのガイドラインの中で、持ち込まれた問題を、解決というところまで含めてやっていくのだということを示していくのかどうかということが関わってくるのではないかと思います。そうすると、単一の機関で、相談の中身だけで対応すると言うことでは、なかなか対応が難しいことになりますので、例えば、さまざまな機関と連絡、協議、連携しながら進めないといけないところがあるのですが。そのあたりも含めて、こう書き込んでいくということが求められるわけです。

　現状は、やはりいろんな相談支援事業所であるとか、市町村においてばらつきがあること、これは事実であって、なかなかそこまで至っていないところもあれば、熱心にやってくれているところもあるし、そのあたりで大阪府のガイドラインがどの辺まで示すのかというところでしょうか。実際にはワーキンググループの中で工夫していくのでしょうけれど。この部会とすれば、今意見をいただいたところまで含めて書き込んでいこう、示していこうということでよろしいでしょうか。そのあたりよろしいでしょうか。

○石井アドバイザー
　すみません、一つ。

○辻井部会長
　お願いします。

○石井アドバイザー
　私、相談支援のアドバイザーという中で、各市のほうに寄せていただいております。同じ相談支援という立場で、市町村や相談支援事業所の方にアドバイスをさせていただいております。

　具体的なネットワーク作りにおきましても、例えばホームヘルパーの事業所さんにお仕事をお願いするとかいう段においても、一方的に相談支援事業所がお願いするというだけではなくて、相談支援事業所が得た情報を、利用者の方の合意を得ての話ですが、事業者さんにも情報をバックしていくと。そういったことも一部なされていないところがございます。やはりそういったことで、事業所さんの方が新しい情報を得ていない、利用者の方に変化があっても情報が得られないことで、相談支援事業所の方とも関係性が阻害されている。そういう部分をちらほらと耳にいたしますので、ガイドラインの中においても、いわゆる「ネットワーク」、「連携」ということですが、もう少し踏み込んで、情報についてはお互い共有することが大切であるということ、具体的な手法につきましても、電話だけではなくて、メールであるとか、そういう方法もあるんですよということを書いていただくというのも大事かなと思っております。

○辻井部会長
　ありがとうございます。

　ガイドラインには、大まかな基準を示すことも大事なのですが、もう一方で、具体的なところを示していくという、そのあたりのことも含めて、ガイドラインの中に入れ込んでいただくということだと思います。

　私のほうからですが、目標値としては高いものを目指していることが分かるような内容かと思います。ただ、これは具体的にワーキンググループなりで作っていくとなると、非常に難しい課題が幾つか含まれていると思います。例えば、相談支援の評価基準の提示というところが出てきます。数値的な指標だけでなく、実質的な評価ができるように配慮していくということが出てくるのですが、本来的にこういうとこを問題視していくべきだと思いますけれども、非常に難しい問題だと思います。数値的な指標だけでも、とりあえずは出していくというところをスタートとしていきたい。相談支援の中身そのものを、何をもって、どう評価していくのか、とても難しいものですので、今年度中にガイドラインをここまで作成するというところで入れ込んでいくとなると、非常に難しい。ただ、目指すべきところは、そういうところも踏まえた上でやっていくことは、理念としてはとても大事なことだと思います。

　先ほど、事務局からの説明にありましたが、ワーキングを進めていくプロセスの中で、とにかく優先順位をあげて、まずはこの項目だけでも、というところを落とし込んでいって作成していく。実際にはそんな手順になろうかと思います。ですからこの部会では、この方針について了解をし、ワーキンググループにお願いするわけですが、実際の作業手順の中では、そのにおいを踏まえつつも、現実的なところでまずやっていくという取捨選択があってもかまわないということで、ご了承していただければなと思います。

　この評価のところは非常に難しいですが、もう一点、災害時におけるというところも含めていくということが、最後の方で出てきております。ここも想定してやるとなると、非常に多領域に渡って膨大なものを作成していかないといけないと思いますので、これも最終的にといいましょうか、より完成度の高いガイドラインを作っていくというあたりでは、こういうものも必要なのだろうけれども、当面最初に作っていくガイドラインとしては、あまり多くを望まずに、やはり実質的なところに落とし込んでいって、そこから積み上げていく作業になると思います。それでよろしいでしょうか。

　そうしましたら、一つ目の議題ですが、「ガイドラインの概要について」ということで、ほかにご意見等なければ、次の議題に進みたいと思います。よろしいでしょうか。

　そうしましたら、二つ目の議題ですが、「相談支援従事者の人材育成」ということで、事務局から説明をお願いします。

議題２　相談支援従事者の人材育成について

○事務局
　資料２－１と３－１、３－２に載っているかと思いますので、ご覧いただきながらと思います。平成22年度の相談支援従事者研修の仕組みというところも視野に入れながら、今回のご報告とさせていただきたいと思います。資料２－１の１の「大阪府障がい福祉計画」とその２の「相談支援とは」というあたりは、ご確認をいただいたらということで記載しております。

　それで、福祉計画の目標値は、研修の修了者が1,200人という設定でありますが、現に初任者研修の修了は3,942人となっております。サービス管理責任者の２日間の講義も、相談支援従事者研修に組み込まれている形なのですが、大阪府は別途２日課程というのを別立ちにして研修を実施しておりまして、そちらが1,692人の修了者になっております。

　３の相談支援従事者研修の仕組みなのですが、まだ一部国も現任研修等の対象者のこととか、位置づけ等におきまして、非常にあいまいな点があって、どういう形で大阪府の研修を位置付けていくかというところは、検討のいるところなのですが、現時点でということでご確認をいただけたらなと思います。

　相談支援従事者研修は、初任者研修は、対象を相談支援専門員として従事しようとする者と、相談支援事業以外の障がい者福祉サービスの事業所職員の受講希望者も対象としてきております。ただ、定員を大きくとりすぎますと、受講者の受講態度の問題が出てきたり、ご自分が何のためにこの研修を受けに来ているかという目的意識が、非常にあいまいなまま受けられることもありまして、本年度からは少し研修効果や受講者のことを考えて、適切な定員の設定ということで考えさせていただきたいと思っています。先ほども申しましたが、サービス管理責任者に従事しようとするものを対象とする２日間の講義は、日時も別に設定して実施しております。大阪府独自としまして、平成18年、19年のこの部会から、基礎的な理解というものも基本的に重要だろうとのご意見をいただいて、基礎研修を大阪府独自研修として実施してきております。本年度は、あとのプログラムにもありますが、２日間の基礎研修ということで実施をしております。

　今後については、この研修自体を必須研修として位置付けていくかどうかということについて検討が必要かなと事務局として思っていますが、そうすると、今の時点で基礎研修を希望される方々は、自ら希望して基礎研修を受講されるので、受講意欲、目的意識なるものも非常に高くて、受講の様子が良好だという状況です。それを必須にしてしまうと、また従来の問題（受講態度の悪化等）がついてくるかなというところで、少し検討がいるかなと考えています。

　Ｃのほうの現任研修なのですが、こちらは、初任者研修修了後翌年度から、５年ごとに１回以上ということで、国はそういった規定しかありません。今、国では議論がされていると聞いているのですが、きちんとした更新研修という位置付けも、きちんとした国の方針が示されない中で実施しているという状況です。そこで、大阪府としましては、対象者は相談支援事業に現に従事をしている者として、２回目以降の方については、別途ということで１回目の方のみを、平成23年度までは対象として、研修の内容等を企画していきたいと考えております。今後、現任研修が、初任者研修修了後、３年経験年数があるものとか、５年経験年数があるものといった形で、更新研修という位置付けを明確にしていただくことがでてこれば、事務局としても研修内容の組み立てを考えやすくなるなと思っています。
　Ｄの指導者研修ですが、これは大阪府としましては、他府県でもそうなのですが、この研修自体を担う方々・講師を、各都道府県で養成もしながら、研修もしていく。養成をしながら、地域の実践も底上げを図っていくという発想です。大阪府としても、そういった辺りを取り入れた形で指導者研修というものを、昨年度、研修講師の予定者を対象に初めて研修を実施しまして、本年度、仕組みもきちんと考えた上で、研修の企画運営、それから研修の講師、それが終わった後は地域実践という感じで、そのバックが可能なことだと想定しながら、大阪府としては指導者研修を実施していけたらなと考えています。

　以上の点について、大阪府としては事務局機能として、大阪府の役割として考えているのですが、他府県等の状況を見ますと、地域の相談支援事業所の方々とともに、この研修全体を考えて実施をしている実状がありますので、大阪府もできるだけそういった形で協働運営を積極的に取り入れながら考えていきたいと思っています。

　最終の４番の部分の、スキルアップの研修についてですが、こういった辺りは、地域自立支援協議会が中心的役割を担われて、地域において、日々の事例や実践事例、困難事例を活用しながら、その中で日常的なスキルアップを図っていかれることを期待しているところです。それを実施される際には、先ほどの指導者研修で、研修を受けていただいた方々を積極的に活用していただいて、研修等を実施していっていただけたらなと考えております。

　以上、だいたいこういう形で、大阪府の相談支援従事者研修の仕組みについて、本年度も実施を考えているところです。付け加えまして、流れ図につきましては、今の内容を踏まえ、このようにさせていただきましたので、皆さんご覧いただけたらと思います。まだ十分こなれていないところで、いろいろとご意見をいただかないといけない形になっているかと思います。

　続いて、３－１と、３－２が平成22年度の研修の実施状況です。初任者研修・基礎研修については、もうすでに終わりました。続きまして、２日課程、５日課程で、今後進めていく予定にしております。定員に対してかなりの応募者数がありましたので、当初の定員よりも少し大きな形で、受講予定者を決定しているという状況です。

　３－２につきましてはプログラムに載っています。講師の方々についてもそこに記載をしております。一部ご意見の中に、当事者の方々にこういったところでお話をいただくという形を取るということをいただいておりますので、そういう形で当事者の方々にも、講師として登場していただくというプログラムにさせていただいている状況です。以上です。

○辻井部会長
　ありがとうございました。何かございますでしょうか。今井委員お願いします。

○今井委員
　先ほどのガイドラインのところと重なる面もあるのですけれども、例えば、このブラッシュアップ、スキルアップについて、コミュニケーション能力を求めるのはほかならぬわけですが、これはどこの業界でも、皆さん必要とされているのではないかと。高い能力として必要とされているものなのだと思います。

　仕事のできる支援者、つまり能力の高い支援者が集まっているというのはよく分かるのですが、それがたくさんいたらいいのですがね。現実は、そうそううまくいかないのが現実なので、それで言えば、一人ではそんなにできなくても、困ったときに誰かに相談できるとか、助けてもらえるというつながりを持っていることで、一人の支援者がそんなに力がなくてもやれる仕組みを充実させたほうが、現実としては機能するのではないでしょうか。とにかく個々のレベルを上げるというよりも、現実的ではないかなと思います。そのあたりはどうなのですか。

○辻井部会長
　今回提示いただいているのは、あくまでも、相談支援に従事する職員そのものの個別の能力を高めるというところに主眼を置いたものなのかなと思います。これはこれで、研修の一つのスタイルにする提案だと思うのですが、もう一つ、個人の能力を高めることだけではなくて、システムとして機能できるものを作っていくことによって、結果として相談事業のレベルの高さ、そういうプロセスを検討していくことは、どうなのだろうかというご意見もあります。この件についてはどうですか。ほかの委員の方々、何かございますでしょうか。

○小尾委員
　いいですか。

○辻井部会長
　どうぞ。

○小尾委員
　この障がいの分野は、とにかく現場の新しい技術として入ってきたので、実際に仕事をしている人に知識や技術をつけるために、研修とか人材育成がスタートしたわけです。それこそ、大学教育の間、あるいは専門学校で、こういったことがカリキュラムの中で当然あってもおかしくないのですよね。そういった、まさに福祉、障がいのところで働く人の人材の在り方とかを、もう少し前へ戻って専門学校や大学と連携すれば、何かができるのでは、と常々思っています。今大学などでこういうカリキュラムは取り入れられているのですか。

○辻井部会長
　実は、何年か前の部会の中で、人材育成の方向性とか、そのときに研修をどう組んでいくのか、そういうのがあったときに、そもそもの話として、こういう分野で仕事をしていくときに、すでに制度として国家資格がありますので、それを持った者を優先にというか、あるいは義務的に配置をさせていくというところが、やっぱり一方で必要なのかと。

　国家資格制度に基づいて言えば、もちろん完璧ではありませんが、やはり少なくとも障がいを抱えた人、あるいは生活困難を抱えた人たちにかかわっていく基本姿勢であったり、技術であったり、知識であったり、連携であったり、そういうことを身につけた者が、資格を取ることが前提になりますので、一定程度のものは踏まえているのだと思います。

　ただ、相談支援に従事する者については、必ずしも国家資格を有する者というふうに限定しているわけではございませんし、場合によっては社会福祉系の勉強を全くしていない状態の者が、実際にその現場で相談員をしていることもある。それはそれで、そういう大学で養成を受けたものに限定をしたところで、弊害のようなものが生まれると、一方では、そういうことも言われています。そういう意味では、大学のところでできるところというのは、私の私的な意見で申し訳ないですが、専門職を養成するというところにおいては、ある程度のものはできているのだと思うのです。ただ、やはりそこだけでやっていっていいのかというのが一方ではある。現場で実際に相談支援に従事している方々を、具体に実際に何らかの形で、大阪府として研修で力を高めていくためには、何が必要なのか。そのことを併せてここで検討して進めていくところになるのではと思います。小尾委員の言われていることは、まさしくそのとおりであって。

○小尾委員
　当然ほかの、例えば、社会福祉士や介護福祉士という観点から職能集団になって、さまざまな研修の在り方も、当然自分たちで研鑽を日々積んでいます。ところが、この相談支援専門員は、そういう機会がない。去年、神奈川と北海道を中心に相談支援専門員協会ができましたが、大阪は本当にないですよね。ないと私は思っていても、あるのかもしれませんが。そういう職能集団を育てていないと、このような研修を年に１回か２回の研修で、多分スキルアップはできないと思うのですが。この辺り、事実上つかめないのでしょうか。相談支援専門員協会大阪府連とか。

○事務局
　大阪府としては聞かないですね。

○辻井部会長
　何か、そういう動きというのもありませんか。どなたかご存じないですか。

○事務局
　日本相談支援専門員協会というのができまして、そこに個人的に加盟しておられる方々は、大阪府の中にもいらっしゃいますが、大阪支部とかという形ではまだないです。

○小尾委員
　ないわけですね。

○事務局
　はい。何人ぐらいいらっしゃるかも分かりません。

○小尾委員
　やはり何か基礎的なデータが欲しいです。そのデータを集めるのに、つい政令市が抜けてしまうことがあります。

○今井委員
　今のお話ですが、相談センターは研修とか、いろいろな積み上げという点でも、まだ新しい、まだまだ未成熟な分野だと思います。それに対して、実際に担当者が直面するケースが、ものすごく難しいケース等たくさんあって、そこのギャップがすごく大きいわけです。そのギャップをどう埋めるかは、そんなに簡単に、すぐきれいに思いどおりにできないので、今はそれを現実的にどう埋めていくかということになってくると思います。それは従事者にこんな能力をつければなんとかなるだろうとか、そんなに簡単ではないだろうと思いますけれども。

○大友委員
　いいですか。

○辻井部会長
　はい。

○大友委員
　現場で相談支援をしている者として、そういうカリキュラムやテキストで、計り知れないものが多々あるわけです。相談してくる人は、毎日、相談をしているし、同じ人であっても１日たりとも同じというのは絶対にないわけです。ですから、その辺で相談支援従事者も、毎日毎日、本当に張りつめた思いを持ちながら、相談にのっていかなくてはいけない。そこでずっといるのは孤立感になってくるわけです。ほかに誰も聞いてくれない、ほかとの連携がなかなか取れない、ほかの支援センターともなかなか連携が取りにくいことがあったりして、孤立感がやたら多くなってきて、本当に相談支援従事者がしんどくなってしまうということが多々あるかと思います。

　もう一つ。僕自身がそうなのですが、ピアカウンセラーから相談支援専門員という形になったわけです。とりあえず障がいだけでなくて、健常な家族の相談ものったりしますが、そこでどこまで広げたらいいのかなという。当事者向きに広げないといけないのかなと思うのですが、自分の許容範囲がどこまであるのかなと考えてしまうところがあります。前のケアマネジメント推進部会の中でも、ピアカウンセラーの処遇を、どうするのかという話が出ていたかと思いますが、それが今回全然出されていないということも、どうなのかなという気はするのです。

　例えば、有資格者の社会福祉士とか、ソーシャルワーカーとか、そういった類に入る、とにかくＣＳＷとか、有資格者がこれをやっていくのは、すごく危険なこともはらんでいるような気もします。本当に相談者の視点に立った形で相談業務ができるのかどうかというのも、ちょっと不安があります。ですからその辺で、もっともっとピアカウンセラーのスキルアップも絶対に必要だと思います。だから、健常者だけではなくて、障がい当事者に対するスキルアップの形をもっと考えていかないとできないのではないのかなと思います。

○辻井部会長
　今回出していただいている案の中では、ピアの方、当事者のスキルアップを横出し、特別枠でつくっているわけではないですが、この研修の中で、全体に当事者の相談従事者であっても、ここに含めてという形でつくられているのだと思いますが。

　もう一方では、その辺を育成していくといいましょうか、その辺り、育成していくというような側面も受け入れるべきではないかというご意見もございます。いくつか意見が出てきましたが、どうでしょうか。何か、研修の在り方といったご意見も。

○小尾委員
　いいですか。

○辻井部会長
　はい。

○小尾委員
　それこそ、障がい分野の人材育成全体を、いったいどこが考えていくのですかね。ここは、相談支援専門員の考え方だと思いますが、障がい福祉の、あるいは障がいを支援する現場の全体の人材育成を、誰が考えているのでしょうかね。前回、３月のケアマネジメント部会でも言いましたが、全体の人材育成を誰が考えているのか。やはり、人材育成は都道府県の仕事、大阪府の仕事だと思うのです。サービス管理責任者、いわゆる福祉事務員、それから成年後見人、いろいろないわゆるワーカーの人、そういう人材を誰が考えているのかと。そのようなものがない中で、やはりこれだけ聞くところで、なかなか結局出会った人、受け取った人がしんどい思いを現場でしている。これが現実です。

　だから、当然相談支援センターによって、評価の問題もありますが、ものすごい格差です。同じ相談支援センターと看板を上げながら、本当に案内業務しかしていないのです。平日の９時から５時まで案内業務しかしていない。そうかと思うと、本当に24時間休みなしで、しんどい思いをして一緒に抱え込んで支援している人もいます。ものすごい格差です。それをもう少し解きほぐさないといけない。ぜひ、どこかで全体の人材育成をうまく考えてほしいと思います。

○辻井部会長
　とても大きな課題であります。違いもありますから。

　一方で、ここを抜きにこの部会の中で、個別業務に従事する者の研修だけを考えていればいいという話ではない。だから、一方で全体でどうしていくのかというところにこの部会なり、この協議会なりが提案をしていくという機能もあるのだろう。そういう意味では、まずは全体を考えていく上で、ここの従事者研修、あるいは従事者の人材育成についてどう考えるのか。両方を含めて考えていかざるを得なくなってきます。今までのご意見を伺っていますと、今回、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄという研修があってこれを通じて、何をつくっていくのか。その辺りが大変だろうなと強く感じました。特に、事業のところでは従事者の中に、少し触れられているのですが、こういう研修を通じて人材の育成をして、その人たちが一つの集団研修みたいな、グループというのでしょうか、相談支援の仲間といいましょうか、あるいは仕事の内容を高めていく仲間でもあるし、困ったことを助け合う仲間でもありますが、そういう集団をつくっていくというところが、狙いとしてあるのではないかと思います。これは、今井委員や小尾委員から、提案があったところを含めますと、そういう意見があるのかなと思います。

　ご指摘があったように、事業に従事するものの、組織化されていくと、その組織の中で、じゃあ、自分たちの職能をどう育成していくのかという自らの職務に対し研修をどう組んでいくのか。これは主体的に、自分たちで企画なり、検討していく中で、さらに自分たちが講師になって後輩に導いていくなり、そういうシステムをつくっていく方向性を、一つ示さなくてはいけないのではないでしょうか。

　それが、具体的には組織をつくるというところになるのかどうか分かりませんが、一定程度従事者の方々の検討や、あるいは縦のつながりといいましょうか。そういったものをお示ししたいと。そういったものが求められるかなと。格差が非常に激しいのは、一方では横のつながりが、それぞれのやっていることの確認といいましょうか、共有するといいましょうか、中身を知り合うといいましょうか、指摘しあうといいましょうか、その辺のところがおそらくないのだと思います。そういうシステムをつくっていくことも含めた研修の在り方が、求められているのではないだろうかと思います。
ただ、もう一つ。非常に大きな論点がありましたが、障がいを抱えた人たちにかかわる人たちの、それぞれの役割や能力アップ全体のところを、どこがどうやっていくのかと。これは都道府県、大阪府の役割ではないかと。その辺を府の機関として、どう位置付けていくのかというところも、今後は、詰めていく必要はあるのではないかという意見もいただいております。

　はい。ほかはどうでしょうか。何か論点がございますでしょうか。

　これは、国の何か具体的な基準がそろそろ出るとか、いつごろには出るとか、そういう予定なんかはあるのでしょうか。

○事務局
　先ほども出ました、日本相談支援専門員協会が別途調査等をされながら、議論をいっぱいされて、国に提案を示しながらというところで、平成22年度の国の相談支援従事者研修などもあったのですが、まだ国自体がどういうことになるのかという具体的なお話はまだございません。

○辻井部会長
　その辺りのところは、予算の関係ではにらみながら進めていかなければならないところはあるのですか。その辺の要件に合わないと、大阪府独自でこれは研修をつくってやっていくとしても、国の予算をそこに当てはめることはできないみたいな、そういうところは影響してくるわけですね。

○事務局
　はい。

○辻井部会長
　そうしますと先ほどのこの件に関しては、いつもと違った、実は組織化の方向を含めた横や縦のつながり、最終的には自分たちで研修を企画し、実施をするところまでつくって、狙いとしては持っているわけだと。

　それから、もう一つは、ピア、障がいを抱えた方が、自らの体験を通じて、それを生かした相談にもっていく。そういう人材を育成する際には、障がいを抱えていない人たちの人材育成に、プラス何らかのものが、やはり必要ではないでしょうか。そういったところへの配慮もしていかなければいけないといった意見があったと思います。

　それらの意見を踏まえた上で、事務局から提案をいただいた時点での人材育成についての、こういう研修に関しては、この方向で進めていくということで了解をいただけたらと思います。進めていってよろしいでしょうか。

　そうしましたら、最後３点目ですが、「その他」というところに関連して、そのあと、事務局から何かございますでしょうか。

その他

○事務局

　はい。「その他」ということで、この部会でも、これまで「権利擁護」の実態調査をおこないたいということで、お話をさせていただいておりました件につきまして、現状報告をさせていただきます。

　前回３月にさかのぼってしまうのですが、「権利擁護の実態調査」ということで、同様の調査を日本社会福祉士会が実施していますので、同じような調査をするのであれば、この報告書が出るのを待ちまして、必要に応じて足りない部分の調査をしたらどうかということで、申し上げていたところです。実際５月ぐらいに報告書が出たのですが、それは全国調査でしたので、大阪府に照会されたデータを提供していただけないか、大阪府の事業所に調査したものを提供していただけないかと会のほうに交渉をしたのですが、結果的に調査の関係なので、提供できないということでした。

　その後、資料４にありますように国の事業として、「障がい者虐待防止対策支援事業」という事業ができまして、基本的には都道府県が実施主体となっているのですが、こういう要綱に基づく事業を実施する場合については、国が補助を出すということになっております。その内容につきましては、関係機関との協力体制の整備とか、あとの個別の事業といたしましては、家庭訪問とか、相談窓口の設置といった、個別の支援にかかる事業、あるいは研修、あるいは法的な専門的助言を求める体制について専門家の方で構成されるチームをつくりまして、そこで虐待事例の分析とか、評価等をおこなう事業メニューが記載されておりまして、そういった事業を実施する場合は国が２分の１出しますよということです。

　全体のまとめとしては、都道府県の自立支援協議会と連携し、あるいは地域の自立支援協議会の連携を図ることが前提になっております。実際の報告書については、国の虐待防止の法律が、まだできていない状況にありますので、そうした枠組みが分かっていない段階なので、都道府県といたしましてもどうしても事業が進めにくいという状況にありまして、他府県についても聞いてみたのですが、他府県も先の動きを待とうというところがほとんどです。府では、法律で設定されるということを見越しまして、できる部分は本年度着手していきたいと考えております。

　虐待などの、「権利擁護」の実態調査については、どうせやるならしっかりやるということで、予算も付けまして、本格的に、例えば関係者にヒアリングをじっくりとおこなって、やっていきたいなと考えております。この事業の実施組織といいますか、これは最後の資料４－２によるのですが、自立支援協議会とは別の枠組みで連携してやっていくことにはなりそうです。連携が当然必要になってきますので、そのあたりの動きも部会でご報告するとともに、事業を進めていく上では、ご意見をちょうだいしたいと思っておりますので、ご協力、またご審議をよろしくお願いしたいと思っております。

　調査につきましては、保留といいますか、機会をあらためて、来年度事業としてやっていきたいと思っております。ただ、調査票をつくっていくに当たりまして、ご意見をちょうだいする場も出てくると思いますので、また、よろしくお願いしたいと思っています。

○辻井部会長
　それでよろしいですか。

○事務局

　はい。

○辻井部会長
　はい。「その他」のところでありましたように、「障がい者虐待防止対策支援事業の実施」が、今後の取り組みとして挙がってきたときに、これを踏まえてあらためて、調査の事業を進めていきたいという報告があったと。この点について、何かございますでしょうか。よろしいでしょうか。「その他」のところで、ほかに事務局から何か報告等ございますか。よろしいでしょうか。

　そうしましたら本日の部会で予定しておりました点については、これで終わりたいと思います。
　それでは、事務局のほうに司会お返しいたします。

○事務局

　ありがとうございます。なお、本日の資料の中で、ガイドラインのところで、就任をお願いしたい委員の方々の名前を記載させていただいておりますので、まだ調整中、もしくは確定しておりませんことから、この点は基本的にホームページで報告する予定なのですが、それが確定した段階で、ホームページに記載させていただくことになっています。ホームページに載せることも含めて考えておりますので、よろしくお願いしたいと思います。

　それでは、本日は委員の皆さま方にはご審議を賜り、誠にありがとうございます。次回の開催は、ガイドラインの枠組み等の進捗状況や全体会の開催時期等を考慮いたしまして、事務局からご案内を申し上げますので、よろしくお願いしたいと思います。

　これを持ちまして、平成22年度「第１回大阪府障がい者自立支援協議会・ケアマネジメント推進部会」を閉会いたします。本日は、どうもありがとうございました。

閉会
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